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戦略的技術開発体制形成事業（うち戦略的技術開発体制推進事業）公募要領

第１ 総則

総合的なＴＰＰ関連政策大綱において、ＴＰＰの発効に備え、農林水産業の競争力を

高めるための農林漁業者の技術力の強化が喫緊の課題となっています。

また、「日本再興戦略 2016」（平成 28 年 6 月 2 日・閣議決定）においては、①明確な

開発目標に基づき、大学・試験研究機関・企業・農業経営体が一体となって先端技術の

開発・現場実証を行う仕組みの構築や、②オープンイノベーションによる革新的な研究

開発の推進が掲げられているところです。

このため、戦略的技術開発体制推進事業（以下、第２における記載を除き、「推進事

業」という。）では、大学、研究機関、企業等の他、新たに農林漁業者を加えて一体と

なり、情報や研究に係る資源を集積することで、相乗的かつ迅速な技術開発とその成果

の社会実装を促進する戦略的な技術開発体制の構築を目的として、研究ネットワーク形

成への理解の醸成を図りネットワーク形成の機運を高める取組、及びネットワーク形成

を支援する取組を支援します。

推進事業の応募方法及び交付対象となる団体等については、この戦略的技術開発体制

形成事業（うち戦略的技術開発体制推進事業）公募要領（以下「推進事業公募要領」と

いう。）を御覧ください。

また、支援を希望する場合には、この推進事業公募要領のほか、革新的技術開発・緊

急展開事業（うち戦略的技術開発体制形成事業）実施要綱（以下「実施要綱」という。）

及び戦略的技術開発体制形成事業実施要領（以下「実施要領」という。）を必ずお読み

頂き、必要な提出書類を以下の公募期間内に御提出願います。

公募期間：平成 28 年 10 月 19 日（水）から平成 28 年 11 月１日（火）12 時まで

（郵送の場合も同日同時必着）

第２ 対象事業

公募対象事業は、実施要綱第３の１及び実施要領第２の１に規定する戦略的技術開発

体制推進事業とします。事業の詳細及び実施期間は、実施要領を参照してください。

第３ 応募方法

応募は、１に規定する書類を２に規定する方法で提出することにより行って下さい。

１ 応募に必要な書類（以下「計画書等」という。）

（１）戦略的技術開発体制推進事業実施計画書「計画書」という。）

※ 計 画 書 の 様 式 は 、 農 林 水 産 省 農 林 水 産 技 術 会 議 ホ ー ム ペ ー ジ

（http://www.s.affrc.go.jp/）からダウンロードし、当該様式に従って計画書を作成
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してください。

（２）推進事業の申請者の組織、活動内容などを示す次に掲げる資料（（１）の計画書

に添付）

ア 設立趣意書、定款、寄付行為、規約等

イ 申請者の活動内容の概要が分かる資料

ウ 過去３年間の事業報告（国、地方公共団体等公的機関から助成を受けた事業の

実績、その他事業の実績が確認できる資料を必ず提出してください。エについて

も同様。）

エ 過去３年間の収支決算（貸借対照表、損益計算書等）

オ 役員、職員名簿、組織図等

カ 取組を主導する代表者及び運営責任者（プロジェクトマネージャー）のこれま

での取組実績、履歴、提案内容の実施に必要なノウハウ、知見、マネジメント能

力の判断に資する資料

キ 暴力団排除に関する誓約書類（別紙様式１）※申請者は、計画書等の提出前に

暴力団排除に関する誓約書類を確認しなければならず、誓約書類の提出をもって

これに同意したものとします。なお、虚偽又はこれに反する行為が認められた場

合は不採択とします。

ク 交付決定取り消しや指名停止措置を受けていない旨の誓約書類（別紙様式２）

※申請者は、計画書等の提出前に交付決定取り消しや指名停止措置を受けていな

い旨の誓約書類を確認しなければならず、誓約書類の提出をもってこれに同意し

たものとします。なお、虚偽又はこれに反する行為が認められた場合は不採択と

します。

２ 書類の提出方法等

（１）提出方法

第 11 に定めるお問合せ先に持参又は郵送するとともに、E-mail にて電子媒体で

も提出願います。

（２）提出期限

平成 28 年 11 月１日（火）12 時まで（郵送の場合も同日同時必着）

（３）提出に当たっての留意事項

ア 提出書類に虚偽の記載、記載の不備がある場合不採択となりますので、本公募

要領に基づいて注意して作成願います。

イ 会計に係る事務管理等、事業実施に必要な業務を行う能力・体制を有していな

い場合は不採択となりますので、御留意願います。

ウ 提出部数は１部です。

なお、申請に要する一切の費用は申請者の負担とし、計画書等の返却は行いま

せん。



- 3 -

第４ 支援の対象

１ 支援の対象

推進事業を実施することができる者は実施要綱第４の１及び実施要領第４の１に示す

とおりです。

２ 留意事項

申請者（共同応募の場合は、共同応募者も含む。）が以下に該当する場合は、形成事

業への応募はできません。

（１）計画書の提出から過去３年間に、補助金等にかかる予算の執行の適正化に関する

法律（昭和 30 年８月 27 日法律第 179 号。以下、「補助金適正化法」という。）第 17

条第１項又は第２項の規定に基づく交付決定の取消しを受けたことがある者

（２） 公募期間中に談合等によって農林水産省から指名停止措置を受けている者

なお、公募期間後、採択までの間に上記交付決定の取り消し又は指名停止措置を受け

た場合は、不採択とします。

第５ 補助金の額

交付される補助金は、実施要領第２の１に記載する各取組の実施にかかる費用に対して、

80 百万円を上限とし、定額で補助します。

ただし、補助金の額は予算の範囲内で調整が行われるほか、選定審査委員による対象経

費等の精査の結果、申請額より減額されることがあります。

なお、具体的な補助金の交付の対象となる経費は実施要領第５の１のとおりです。

第６ 説明会の開催

１ 推進事業に関する説明会を次のとおり開催します。

日 時：平成 28 年 10 月 20 日（木）10：30 ～ 12：00

場 所：農林水産省農林水産技術会議事務局委員室（６階 部屋番号６７８）

東京都千代田区霞が関１－２－１

２ 会議室の都合により出席者は各申請者につき１名程度とします。

なお、本説明会への出席は応募に当たっての必須要件とはしません。

第７ 審査ヒアリング

申請者より提出された計画書等を審査するに当たり、必要に応じて申請者から計画書等

の内容についてヒアリングすることがあります。

なお、ヒアリングを行う場合は、事前に申請者に連絡いたします。
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第８ 採択候補の選定等

１ 採択候補の選定

農林水産技術会議事務局長（以下「局長」という。）は、関係部局及び外部有識者

による選定審査委員会を設置し、２の審査の観点から計画書等の審査を行います。選

定審査の結果、採択された場合には採択通知を、不採択の場合には不採択通知を申請

者宛てに通知します。

また、選定の際、採択通知書を通知した者に対し、３の申請に当たり条件を付すこ

とがあります。

複数の申請者から採択候補としてふさわしい計画が提出された場合は、業務の効率

的・効果的な実施のため、必要に応じ、応募内容の調整を行って頂くことがあります。

なお、採択通知書を受けた者の辞退などがあった場合は、これに伴い、不採択通知

を受けた者の中から採択する場合があります。その際は、事前に該当する者に御連絡

致します。

計画書等の審査内容については、一切の質問を受け付けませんので御了承願います。

２ 審査の観点

（１）事業の趣旨、目的の理解度

（２）事業の実現性と効率性

（３）事業遂行のための実施体制の妥当性

（４）計画書に記載する取組内容のそれぞれに対する実施手法の妥当性、取組の効果

（５）これまでの取組実績

３ 事業実施計画の申請及び承認

計画の採択の通知を受けた者は、選定の際の条件を反映するなど計画書を修正し、

採択後１ヶ月以内に戦略的技術開発体制推進事業実施計画（以下「体制推進計画」と

いう。）を局長に申請し、その承認を受けてください。

なお、計画書の選定後、内容又は対象経費の精査等のため、必要に応じて面談を行

うことがあります。面談の日時などについては、事前に申請者に御連絡いたします。

第９ 補助金の支払手続

局長が体制推進計画を承認したときは、推進事業の申請者に対して補助金割当通知

を送付し、提案された事業に割り当てる補助金の額をお知らせします。推進事業の申

請者は、割り当てられた額を踏まえ、別に定める補助金交付申請書を作成し、局長に

提出してください。

その後、局長から発出される推進事業の交付決定通知日以降に補助金の対象となる

事業を開始することができます（交付決定通知日以前に発生した経費は、原則として

補助金の交付の対象にはなりません。ただし、実施要領第８の４の（２）及び（３）

に基づく交付決定前着手の場合は除く。）
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なお、支払に関する手続は以下のとおりです。

１ 補助金の申請者は、事業実施年度の翌年度の４月 10 日又は事業完了の日から起

算して１ヶ月を経過した日のいずれか早い日までに、別に定める実績報告書を作成

し、領収書の写しを添付して、局長に提出してください。

２ その後、局長において、提出された実績報告書と領収書等の写しについて審査し、

交付決定額の範囲内で、実際に使用された経費について交付する額を確定し、確定

通知の送付とともに、補助金が支払われます。

第10 事業実施に当たっての留意事項

１ 補助金の返還について

補助金の交付決定以前に推進事業に着手するなど補助金適正化法に違反して補助

金を使用した場合は、補助金の交付決定が取り消され、受け取った補助金の全部又

は一部について返還を求めることがありますので御注意願います。

２ 罰則について

不正な手段により補助金の交付を受けるなどした場合は、懲役又は罰金の刑が科

せられることがありますので御注意願います。

推進事業の実施に当たり、調査等を行う場合がありますので、御協力をお願いし

ます。

第11 お問合せ先及び計画書等提出先

お問合せについては、以下の連絡先に電話、ＦＡＸ又は E-mail により御連絡頂き

ますようお願いします。

また、計画書の提出先についても、以下のとおりです。

農林水産省農林水産技術会議事務局研究推進課

〒 100-8950 東京都千代田区霞が関１－２－１

TEL：03-3502-8111（内線 5891）

FAX：03-3593-2209

E-mail：kenkyu_network@maff.go.jp
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【別紙様式１】

暴力団排除に関する誓約事項

当団体（共同応募者がいる場合は共同応募者も含む。）は、下記１及び２のいずれにも

該当せず、また、将来においても該当しないことを誓約します。

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることと

なっても、異議は一切申し立てません。

また、貴省の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの。ただし、有

価証券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び生年月日の一覧表）を警察に提

出することについて同意します。

記

１ 契約の相手方として不適当な者

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人

である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の

代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者を

いう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法

第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなど

しているとき

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき

２ 契約の相手方として不適当な行為をする者

（１）暴力的な要求行為を行う者

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者

（３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者

（４）偽計又は威力を用いて支担官等の業務を妨害する行為を行う者

（５）その他前各号に準ずる行為を行う者

上記事項について、事業提案書の提出をもって誓約いたします。
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【別紙様式２】

交付決定取り消しや指名停止措置を受けていない旨の誓約事項

当者（個人である場合は私、団体である場合は当団体。共同応募者がいる場合は共同応

募者も含む。）は、下記１及び２のいずれにも該当しないことを誓約します。

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることと

なっても、異議は一切申し立てません。

記

１ 提案書の提出から過去３年間に、補助金等にかかる予算の執行の適正化に関する法律

第 17 条第１項又は第２項の規定に基づく交付決定の取消しを受けたことがある者

２ 公募期間中に談合等によって農林水産省から指名停止措置を受けている者

上記事項について、事業提案書の提出をもって誓約いたします。


